
 

高崎市倉渕福祉センター、高崎市箕郷福祉会館エスポワール、 

高崎市箕郷福祉作業所及び高崎市群馬福祉会館指定管理業務仕様書 

 

１ 施設の概要 

（１）名称及び所在 

① 名 称 高崎市倉渕福祉センター 

所在地 高崎市倉渕町岩氷１９番地１ 

② 名 称 高崎市箕郷福祉会館エスポワール 

所在地 高崎市箕郷町生原７４番地 

③ 名 称 高崎市箕郷福祉作業所 

所在地 高崎市箕郷町生原７４番地 

④ 名 称 高崎市群馬福祉会館 

所在地 高崎市棟高町９７７番地１ 

（２）設置目的 

高崎市倉渕福祉センター（以下「倉渕福祉センター」という。）、高崎市箕郷福祉会館エス

ポワール（以下「箕郷福祉会館」という。）及び高崎市群馬福祉会館（以下「群馬福祉会館」

という。）は、高崎市福祉会館設置及び管理に関する条例（平成１７年高崎市条例第８６号）

に基づき、地域福祉の向上及び健康づくりの推進を図り、もって心豊かな福祉社会の実現に

資するため設置された施設である。 

高崎市箕郷福祉作業所（以下「箕郷福祉作業所」という。）は、高崎市地域活動支援センタ

ー設置及び管理に関する条例（平成１９年高崎市条例第１７号）に基づき、障害者が自立し

た日常生活又は社会生活を営むことができるよう支援するために設置された施設である。 

（３）建物の内容（施設パンフレット参照） 

【倉渕福祉センター】 

本施設は、館の一部が旧倉渕デイサービスセンターで構成される複合施設である。 

鉄筋コンクリート平屋建て、敷地面積 8,214.14 ㎡、建築延べ面積 1665.79 ㎡ 

・倉渕福祉センター部分 1226.02 ㎡ 

・旧倉渕デイサービスセンター部分 439.77 ㎡ 

【箕郷福祉会館及び箕郷福祉作業所】 

鉄筋コンクリート平屋建て、敷地面積 2,427 ㎡、建築延べ面積 986.75 ㎡ 

【群馬福祉会館】 

本施設は、館の一部が群馬デイサービスセンター及び群馬子育て支援センターで構成される

複合施設である。 

鉄筋コンクリート２階建て、敷地面積 6,580.32 ㎡、建築延べ面積 2,498.26 ㎡ 

・群馬福祉会館部分 1896.77 ㎡ 

・群馬デイサービスセンター部分 406.99 ㎡ 

・群馬子育て支援センター部分 194.50 ㎡ 

 

 



 

（４）施設の内容（施設パンフレット参照） 

①倉渕福祉センター 

１ 健康相談室 ６ 事務室 

２ 教養娯楽室 ７ ボランティア室 

３ 舞台付集会室 ８ 生活相談室 

４ 多目的ホール ９ 料理室 

５ 温泉保養施設 

②箕郷福祉会館及び箕郷福祉作業所 

１ 会議室 ６ 相談室 

２ ふれあい室 ７ ボランティア室 

３ 福祉作業所 ８ おもちゃの図書館 

４ 事務室 ９ 前庭 

５ 調理室 

③群馬福祉会館 

１ 調理実習室 ６ 研修室 

２ 会議室 ７ 相談室 

３ ボランティアルーム ８ 食事室 

４ 図書室 ９ 録音室 

５ 事務室 

（５）休館日及び利用時間 

 ア 倉渕福祉センター 

  ①休 館 日：月曜日（休日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条

に規定する休日をいう。以下同じ。）を除く。）及び年末年始（１２月２９日か

ら翌年１月３日までをいう。以下同じ。） 

  ②利用時間：午前９時から午後５時まで。ただし、温泉保養施設は、火曜日から金曜日まで

が午前１０時から午後５時まで。土曜日、日曜日及び休日が午前１０時から午

後８時まで。 

 イ 箕郷福祉会館エスポワール 

  ①休 館 日：日曜日、休日及び年末年始 

  ②利用時間：午前９時から午後５時まで 

 ウ 箕郷福祉作業所 

  ①休 所 日：土曜日、日曜日、休日及び年末年始 

  ②開所時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで 

 エ 群馬福祉会館 

  ①休 館 日：日曜日、休日及び年末年始 

  ②利用時間：午前９時から午後９時まで。 

※休館日及び利用時間等については、利用者の利便性を考慮し、市長の承認を得たときは、

これを変更することができる。また、箕郷福祉作業所の利用時間（利用者が施設を利用で

きる時間をいう。）については、協議の上、定めるものとする。 



 

 

２ 運営の基本的な考え方 

倉渕福祉センター、箕郷福祉会館及び群馬福祉会館は、高齢者、障害者及び児童などの社会

的弱者の人々が安心して日常生活が営める福祉社会の構築を目指すことを目的として設置され

た施設である。また、これらの施設には、地域の多種多様な福祉ニーズに適切に対応していく

ため、創意と工夫をもって積極的に必要な施策を展開し、地域福祉及び健康づくりの拠点・発

信地としての性格をもたせるものとする。この目的達成のため、施設において積極的な運営展

開を行うものとする。 

箕郷福祉作業所は、障害者等が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことがで

きるよう、通所する利用者に対し、創作的活動又は生産活動の機会の提供及び地域社会との交

流の促進を図るとともに、日常生活に必要な便宜の供与を適切にかつ効果的に行うものとする。 

 

３ 管理の基準 

（１）関係法令の遵守 

業務の遂行に当たっては、次の関連する法令等の内容を十分に理解し、法令の規定に基づ

いた運営を行うこと。 

・地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

・社会福祉法（昭和２６年法律第４５号） 

・児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

・老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号） 

・身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２６３号） 

・知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号） 

・発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号） 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号） 

・公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号） 

・温泉法（昭和２３年法律第１２５号） 

・水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号） 

・フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成１３年法律第６４号） 

・個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

・高崎市行政手続条例（平成１１年高崎市条例第３号） 

・高崎市情報公開条例（平成１４年高崎市条例第４２号） 

・高崎市福祉会館設置及び管理に関する条例（平成１７年高崎市条例第８６号） 

・高崎市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年高崎市条例第

１号） 

・高崎市暴力団排除条例（平成２４年高崎市条例第７２号） 

・その他の関係法令 

（２）守秘義務 

指定管理者は、倉渕福祉センター、箕郷福祉会館、箕郷福祉作業所及び群馬福祉会館（以



 

下「倉渕福祉センター等」という。）の管理運営を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三

者に漏らしたり、自己の利益のために使用してはならない。なお、指定管理期間が終了した

後も同様とする。 

（３）職員配置 

施設の開館時間中には、受付に常時１名以上の職員を配置すること。なお、時間による交

代制をとる場合には、引継ぎ等が十分に行われ、業務に支障が出ないよう十分に留意するこ

と。 

また、業務に熟練した運営スタッフの採用又は十分な研修を受けたスタッフを配置するな

ど、緊急時に速やかな対応が図れるような職員配置に配慮すること。 

加えて、倉渕福祉センターには危険物取扱者甲種又は乙種４類、丙種のいずれかの有資格

者を配置すること。 

配置する人員の勤務形態は、労働基準法を遵守し、倉渕福祉センター等の運営に支障がな

いものとすること。 

（４）業務の委託 

指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。清掃、

警備といった個々の具体的業務を委託する場合には、あらかじめ市の承認を受けるものとす

る。 

また、委託した業務に関する監督責任は、指定管理者が負うものとすること。 

 

４ 指定管理者が行う主な業務の内容 

（１）利用の手続、制限その他倉渕福祉センター等の運営に関すること。 

・指定管理者は、利用者からの利用申請を受け付け、利用許可を行うこと。 

また、利用に伴う相談、打ち合わせを行うこと。 

・施設等の利用許可書等を発行すること。 

・施設の利用許可にあたっては市民の平等な利用を確保し、条例等の規定に従うこと。 

・施設の利用に伴う設備や備品の貸出を行うこと。 

・施設の利用案内及び利用促進のための広報活動を行うこと。 

・施設内で発生したトラブル等の対応を行うこと。 

・箕郷福祉作業所においては、高崎市地域活動支援センター設置及び管理に関する条例第６

条の規定に基づく承認を受けた利用者と契約を締結しなければならない。 

（２）倉渕福祉センターの利用料金の徴収、減免及び還付に関すること。 

・施設の利用料金の徴収を行うこと。 

・利用料金を減免するときは、高崎市福祉会館設置及び管理に関する条例（平成１７年高崎

市条例第８６号）第１１条に定めるところにより適正に処理すること。 

（３）箕郷福祉作業所での障害者に対する指導及び訓練に関すること。 

ア 創作的活動及び生産活動等の指導 

① 創作的活動又は生産活動の機会を提供し、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営

むために必要な指導を行う。 

② 生産活動等は、利用者が主体的かつ意欲的に取り組める作業内容とすること。 



 

③ 生産活動等により得られた収入は、必要経費を除き利用者個々の作業量に応じて、全て

賃金として支払うこととし、支給日は毎月定めて行うものとする。 

④ 就労を希望する利用者に対しては、企業就労などについて面接相談を行い、必要に応じ

て関連機関とともに支援する。 

イ 生活支援 

① 自立した生活を送るために必要な、日常生活における基本的な動作の指導訓練を行う。 

② 集団生活への適応訓練を行う。 

③ 日常生活における利用者又は保護者の相談に応じ、適切な対応を行うこと。 

④ その他、自立生活に必要な指導訓練を行う。 

ウ 行事・レクリエーション事業等 

① 各種行事やレクリエーション事業に積極的に参加する機会を提供し、地域社会との交流

促進を図ること。 

②利用者の教養の啓発を促すための事業を行うこと。 

（４）倉渕福祉センター等の施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

 ※群馬福祉会館に関し、共用部分や施設自体に係る部分の業務については、群馬子育て支援セ

ンター部分を含む施設全体について業務を行うこと。 

ア 保守管理業務 

施設の性能及び機能を維持し、サービスの提供やその他の各種業務が安全かつ快適に行わ

れるよう、各種法令等に基づき、施設に設置されている空調設備、エレベーター、自動ドア、

自家用電気工作物、衛生設備、消防設備及び施設に設置されている各種設備について、運転

管理、監視、巡視、点検及び保守等を実施するとともに、その記録を作成すること。 

・空調設備機器等保守点検業務（暖房切替点検調整・冷房中間点検調整等） 

・エレベーター保守点検業務（エレベーター定期点検等） 

・自動ドア保守点検業務（自動ドア定期点検等） 

・自家用電気工作物保守点検業務（自家用電気工作物定期点検等） 

・衛生設備機器保守点検業務（給排水設備機器点検等） 

・消防設備機器保守点検業務（消防設備機器点検・総合点検等） 

・樹木保守管理業務（刈込み・剪定・除草等） 

・その他設置設備については、各種法令の定めにより点検を実施すること。 

・点検等により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、又は設備の機能に支

障を及ぼすと考えられる場合には、市に報告するとともに、適切な方法（補修、交換、

整備、調整等）により対応すること。 

・空調設備機器及び冷凍冷蔵機器等においては、フロン類の使用の合理化及び管理の適正

化に関する法律（平成１３年法律第６４号）に基づき、点検、報告を行うこと。 

イ 巡回及び機械警備業務 

施設における盗難、破壊等の犯罪の防止、火災等の災害の防止、財産の保全及び利用者の

安全を目的とする警備業務を実施すること。また、警備の方法は、施設の用途、規模、開館

時間、利用状況等を勘案して適切な警備計画を作成し、犯罪、災害等の未然防止に努めるこ

と。なお、火災、不法侵入者及び不審物を発見した場合には、消防又は警察等の関係機関に



 

通報するとともに、市に連絡すること。 

ウ 清掃業務 

各施設の専有部分の日常清掃、定期清掃及び特別清掃を行うこと。また、業務に伴って生

じた廃棄物を自らの責任において適正に処理すること。 

・日常清掃 

日又は週を単位として定期的に行う作業をいい、概ね次のような清掃をいう。 

施設内の床清掃、ちり払い、手すり清掃、ゴミ等の処理、衛生消耗品の補充、衛生陶器

洗浄、汚物処理、洗面所の清掃等 

・定期清掃 

３ヶ月又は６ヶ月を単位として定期的に行う清掃をいい、概ね次のような作業をいう。 

床ワックス塗布、壁の清掃、金具拭き、ガラス清掃、マット清掃、什器備品の清掃等 

・特別清掃 

６ヶ月又は年を単位として定期的又は不定期に行う清掃をいい、概ね次のような作業を

いう。 

照明器具等の清掃、吹出口及び吹入口の洗浄、外壁及び外部建具の清掃、排水溝の清掃

等 

エ 消防用設備に関する業務 

消防法令等の規定に従い、防火管理者の選定、消防計画の作成を行い、それに基づく消火、

通報及び避難訓練の実施、消防用設備又は消防活動上必要な設備の点検、火気の使用又は取

扱に関する監督、その他防火管理上必要な業務を行うこと。また、防火管理上届出が必要な

ものについては、所管消防署長に届出を行うこと。 

オ 備品等の管理 

事務用備品について、運営に支障がないよう保守管理を行い、破損又は不具合が生じた場

合には、市へ報告すること。その他取扱については、基本協定書によるものとする。 

 カ 修繕 

施設及び設備における軽微な修繕は、基本協定書に定める区分により指定管理者が行うこ

と。なお、大規模な修繕が必要な場合は、市と協議すること。 

キ 施設及び設備更新工事 

施設及び設備の維持及び安全性を確保するため、大規模なものに限り、市の負担により更

新工事を実施する。指定管理者は、更新工事に必要な経年劣化の状況、部品交換の必要性に

ついて、市に協力し、情報提供等を行い、工事に必要な日程調整及び確保を行うこと。 

ク 群馬デイサービスセンター及び群馬子育て支援センターへの負担金請求業務 

指定管理者は、施設の維持管理に係る経費を一括して支払い、群馬デイサービスセンター

及び群馬子育て支援センター（以下「群馬デイサービスセンター等」という）に係る光熱水

費実績額及び施設全体の維持管理業務委託料の相応額を、負担金として群馬デイサービスセ

ンター等へ請求すること。 

（５）指定管理者による自主事業 

・指定管理者は、施設の設置目的等に適合する範囲において、本施設を活用した自主事業を

独立採算により実施することができる。 



 

・自主事業を計画する場合は、本施設が公の施設であることに鑑み、市民が広く利用できる

公共性の高い内容のものとし、基本協定書の規定に基づき、あらかじめ市長の承諾を得るこ

と。 

（６）その他倉渕福祉センター等の管理運営に必要な業務 

ア 事業計画書等の作成 

  基本協定書に基づき、事業計画書、事業報告書等を作成すること。 

イ 利用者の意見、要望及び苦情等の聴取 

アンケート調査等の実施により、利用者の意見等を把握し、業務改善への反映に努めるこ

と。 

ウ 職員研修の実施 

円滑な業務の実施及び市民サービスの向上を図るため、個人情報の保護、施設の安全管理、

その他業務に必要な職員研修を実施すること。 

エ 安全対策、防災・避難訓練等の実施 

事故防止又は事故発生時の対応についてあらかじめ検討し、事故の防止に努めるとともに、

事故発生時を想定した訓練等を実施すること。 

オ 事故発生時の対応 

指定管理者の責に帰すべき事由により、高崎市又は第三者に損害を与えた場合は、指定管

理者がその損害を賠償することになるため、指定管理者に対応した施設賠償責任保険に加入

すること。 

また、事故発生時には速やかに市に報告し、被害者への誠実な対応に努めること。 

カ 危機発生時の対応 

自然災害等の危機発生時において、市が倉渕福祉センター等を避難所として使用する場合

は、市への協力及び支援に努めること。 

キ 感染症対策 

感染症の感染拡大の危険性が高いと認められるときは、感染拡大防止のために必要な措置

を講じるとともに、感染症対策に係る市の取組及びそれに関連する事業に必要な協力、支援

に努めること。 

市、関係機関、利用者等の関係者への連絡体制その他感染症発生時の対応体制を構築する

こと。 

ク 各種統計資料の作成 

ケ 業務に伴い作成し、受領する文書等の適正管理及び保存 

コ 指定期間終了に当たっての引継ぎ業務 

 

５ 現金取扱い事務に係る管理体制の整備 

指定管理者は、利用料金の収納事務に係る現金取扱い事務（以下「現金取扱い事務」という。）

に関して、次に示す基準に基づき事務を実施するものとする。 

（１）職員体制に関する事項 

ア 指定管理者は、現金取扱い事務に当たって、複数の担当者による確認や管理責任者による

決裁を行うなど、確実な確認体制を整備すること。 



 

イ 指定管理者は、現金の受領、収入関係書類の作成、利用実績の作成、金融機関への払込み

等については、複数職員で役割分担して実施させるなど、職員間での相互監視が機能する体

制を整備するよう努めるものとすること。 

ウ 指定管理者は、現金取扱い事務が適切に行われるよう、職員の教育、研修等に努めるもの

とすること。 

（２）領収証書等の管理に関する事項 

ア 指定管理者は、現金を収納したときは、連番で管理する領収証書等を発行すること。 

イ 指定管理者は、領収証書等に書損が発生したときは、当該領収証書等が書損である旨表示

した上で保管し、領収証書等に欠番が生じないよう管理すること。 

ウ 指定管理者は、領収証書を受払簿により管理し、領収証書等の発行数及び残数並びに現金

収納額について、現金収納取扱者とは異なる管理職員（以下「監督者」という。）が確認を行

うものとすること。 

（３）現金収納実績の管理に関する事項 

ア 指定管理者は、日計明細書により利用状況と現金収納額の管理を行い、日計明細書には、

収納額の明細（利用単価ごとの利用者数や、滞納整理の対象となる期間及び利用実績等）を

整理し、監督者が他の収入関係書類との照合を行うものとすること。 

イ 指定管理者は、日計明細書を収入日順に整理し保管すること。 

ウ 指定管理者は、月間の利用者数及び現金収納額をまとめた月間利用記録を整備すること。 

エ 指定管理者は、収入関係書類を年度ごとに取りまとめ、当該年度終了後から５年間保存し、

指定期間が終了した場合においても、定められた期間は書類を保管するものとすること。 

（４）現金等の管理に関する事項 

ア 指定管理者は、収納した現金を勤務時間中は手提金庫等の堅固な容器に保管するものとす

ること。 

イ 指定管理者は、原則として収納した現金を当日又は翌営業日に金融機関に払い込むものと

すること。 

ウ 指定管理者は、金融機関への払込みの際に、複数の職員により、現金と収入関係書類とを

照合するものとすること。 

エ 指定管理者は、夜間、休日等に現金を保管するときは、据付金庫又は金融機関の夜間金庫

等に確実に保管するものとすること。 

オ 指定管理者は、勤務時間外には、領収証書、領収印、収入関係書類等を鍵の掛かるロッカ

ー等に適切に保管するものとすること。 

カ 指定管理者は、収入未済金、返戻金等についても記録を整理し、監督者が確認を行うもの

とすること。 

（５）報告等に関する事項 

ア 指定管理者は、毎月の利用状況及び利用料金等の収納状況をまとめ、市に報告するものと

すること。 

イ 市は、現金取扱い事務について、指定管理者に説明若しくは収入関係書類の提示を求め、

又は立ち入り検査を実施することができるものとする。 

ウ 指定管理者は、現金取扱い事務に係る実施体制等に関して、市の示す基準が守られている



 

か定期的に検査するものとすること。 

エ 市は、指定管理者の現金取扱い事務に不適切な事項があると認めたときは、改善の指示を

行うものとする。 

オ 指定管理者は、市の調査依頼及び改善の指示等に対して誠実に対応するものとすること。 

カ 指定管理者は、指定期間が終了した後においても、指定期間中の現金取扱い事務について、

市が説明等を求めたときは、誠実に対応するものとすること。 

（６）指定管理者が作成する書類に関する事項 

指定管理者は次に掲げる書類を作成し、市に提出するものとすること。 

ア 現金取扱い事務に係る現金や書類等の流れを整理したフロー図 

イ 領収証書、受払簿、日報、月報、領収印の印影、その他記録用紙、報告様式 

 

６ 行政財産目的外使用 

指定管理者が、次に掲げる目的のために倉渕福祉センター等を使用する場合は、市に行政財

産目的外使用許可書を提出し、許可を受けなければならない。 

・設置管理条例で定めている業務以外で、施設の設置目的に合致した自主事業を実施する場合

で、その内容が目的外使用に該当すると認められるとき。 

・施設の利用促進、利用者の利便性向上を図るために、自動販売機や公衆電話の設置、物品の

販売などを行うとき。 

 

７ 施設利用料金について 

倉渕福祉センター等の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）については、高崎市福祉

会館設置及び管理に関する条例（平成１７年高崎市条例第８６号）に定める額を限度とし、あ

らかじめ市長の承認を得て、指定管理者が定めることができる。なお、利用料金は、指定管理

者の収入とする。 

 

８ 管理経費 

指定管理業務に係る経費として、年度中に必要と見込まれる経費から利用料金相当額を差し

引いた額を指定管理料として支払うので、管理業務に要する経費は、指定管理者の利用料金収

入と指定管理料とで賄うこと。利用料金収入と指定管理料の合計額が管理業務に係る経費を超

えることが見込まれる場合において、当該超える額が業務の実施状況、収支状況等に照らして

過大であると認められるときは、合計額のうち、市と指定管理者との協議において決定する額

を納付するものとする。ただし、指定期間中の利用料金収入、指定管理料、本業務の実施状況、

本業務に係る指定管理者の収支状況等を勘案し、当該上回る額が過大でないと認められるとき

は、この限りではない。 

 

９ 指定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

 

１０ 協定の締結 



 

市と指定管理者は、業務を実施するうえで必要となる詳細事項について、募集の際に市が示

した協定書案を基本とした協議を行い、これにより基本協定及び年度協定を締結する。 

 

１１ 事業の記録、報告、指導等 

  管理業務の実施に当たっては、指定管理者が、①あらかじめ施設の設置目的に即した成果目

標を立て、②基本協定書等に則った管理運営を行い、③日々の状況の記録や利用者等へのアン

ケート調査等により、管理業務の実施状況を把握するとともに自己評価を行い、④自己評価に

基づく改善計画の策定及び実行による、ＰＤＣＡサイクルを基本とする。 

指定管理者は、基本協定書及びモニタリング要領に基づいて、適切に事業の記録、報告を行

うものとする。市はこれらに基づいて事業内容の評価を行い、指定管理者の業務実施が、市が

示した条件を満たしていない場合には、必要に応じて指定管理者に業務の改善を指導又は勧告

し、若しくは指定の取消し等を行うこととする。 

また、施設の管理業務の継続が困難となるおそれが生じた場合は、指定管理者は、速やかに

市に報告するものとし、この場合、市は、必要に応じて上記と同様の措置を行うものとする。 

【指定管理者が行う報告業務】 

（１）事業計画書 

各年の施設の管理方針、利用者数・利用料金収入等の見込み、管理経費に係る収支計画書

等を取りまとめ、市が指定する期日までに提出すること。 

（２）事業報告書 

各年の業務実施状況、利用状況の実績、収支決算、業務に係る自己評価及び改善計画等を

取りまとめ、毎年度終了後６０日以内に市へ提出すること。 

（３）月例報告 

各月の施設の利用実績、利用料金の収納状況等を取りまとめ、翌月１０日までに市に報告

すること。 

（４）随時報告 

事故等のトラブルが発生した場合には、速やかに事案の概要を報告すること。 

また、市から報告等の提出及び立入検査等の実施について依頼があったときは、誠実に協

力すること。 

 

１２ 備品等の取扱い及び修繕等の実施について 

（１）備品等の廃棄手続き 

指定管理者は、基本協定書に定める備品等について、経年劣化その他の理由により継続し

て使用することが適当でないと判断したときは、随時その旨を市に報告し、当該備品等の状

態の確認を受けた上で廃棄処分する。 

（２）備品等の購入又は調達 

ア 指定管理者は、基本協定書に定めるところにより備品等を購入又は調達したときは、その

都度購入等備品等の一覧を作成し、市に報告する。 

イ 市は、アの報告書の内容を確認し、市の所有する備品等として整理する。 

ウ 備品等の一覧に掲載されていない物品であって、施設に付随する物品については、市と指



 

定管理者で協議の上、備品等の一覧に追加し、イの手続きを行うものとする。 

（３）修繕等 

ア 施設、設備等の修繕については、１件につき税込１３０万円までのものは指定管理者の負

担で行い、１件につき税込１３０万円を超えるものは、市と指定管理者の協議によるものと

する。 

イ 指定管理者は、基本協定書に定めるところにより修繕を行ったときは、修繕終了後に修繕

の一覧を作成し、市に報告する。 

ただし、安全管理、利便性等の観点から、市、利用者又は近隣住民等に影響が出ることが

想定される修繕を行う場合には、事前に市と協議するものとする。 

ウ 市は、アの報告書の内容を確認し、修繕の実施により所有権が発生する財産等が生じたと

きは、その所有権を市に帰属するものとして整理する。 

エ 指定管理者は、現状を変更する工事等を実施又は工作物等を設置する場合には、事前に市

の承認を得なければならない。その際に当該工事等により生じる財産等の所有権の帰属及び

原状回復義務について確認を行うものとする。 

 

１３ 業務の引継ぎ 

指定期間終了若しくは指定取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ際は、円滑な引

継ぎに協力するとともに、必要なデータを提出すること。なお、引継ぎにかかる経費について

は、指定管理者の負担とする。 

また、指定期間の終了までに、指定期間の開始日を基準として管理物件を原状に回復するも

のとする。なお、市が認めた場合にはその限りでない。 

 

１４ 留意事項 

業務を実施するに当たっては、次の各項目に留意して円滑に実施することとする。 

（１）公の施設であることを念頭において、公平な運営を行うこと。 

（２）公の施設の管理者として、環境を阻害するものに対しては、適切に対応し、近隣住民と協

議すること。 

（３）市との連携を図った運営を行うこと。 

（４）指定管理者が施設の運営管理に係る各種規程・要綱等を作成する場合は、市と協議を行う

こと。 

（５）この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について市と協議し、

決定すること。 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表 責任分担表（標準例） 

種 類 内 容 市 
指定 

管理者 
物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増加  ○ 
金利変動 金利変動に伴う資金調達費用その他経費の増加  ○ 

周辺住民対応 
指定管理業務の内容に対する苦情・要望  ○ 
上記以外の苦情・要望 ○  

法令変更 
施設の管理運営に影響を及ぼす法令変更 ○  
上記以外の法令変更  ○ 

税制変更 
一般的な税制変更  ○ 
施設の管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

行政的理由による

事業内容変更 

行政側の事情により、業務の内容に変更が生じた場

合の経費の増加 
○  

不可抗力 
天変地異またはいずれの責めに帰すことのできな

い事由による経費の増加 
協議事項 

書類の誤り 
市作成書類の誤りによる経費の増加 ○  
指定管理者作成書類の誤りによる経費の増加  ○ 

支払遅延 
市からの遅延が原因 ○  
指定管理者から委託業者への遅延が原因  ○ 

施設・附属設備等の

損傷 

指定管理者に帰責事由があるもの  ○ 
上記以外で経年劣化、第三者の行為で相手側が特定

できない小規模（１３０万円以下）なもの 
 ○ 

上記で小規模を超えるもの 協議事項 
施設利用者への賠

償 

指定管理者の責めに帰すべき事由により、施設利用

者に損害を与えた場合 
 ○ 

第三者への賠償 
不適切な施設運営・維持管理により第三者に損害を

与えた場合 
 ○ 

安全対策の不備 
安全対策の不備に起因する情報漏洩、犯罪等の発生

に伴う経費の増加 
 ○ 

事業終了時の費用 
期間終了時または期間中に業務を廃止した場合に

おける撤収費用 
 ○ 

保険加入 

火災保険 ○  
施設賠償責任保険（建物内の事故） 

・人身 ２０億円以上／事故、２億円以上／人 

・財物 ２千万円以上／事故 

（保険金額は、施設の特性に応じて設定する。） 

 ○ 

※上記に当てはまらない場合や複合的な要因による場合、特段の事情がある場合には、市と

指定管理者の協議により分担を決めるものとする。 


